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福井県越前三国オートキャンプ場指定管理者募集要項 

 

 

１ 指定管理者募集の目的 

 福井県越前三国オートキャンプ場（以下、「オートキャンプ場」という。）は、ふる

さとの美しい自然環境の中で豊かな自然と触れ合うことのできる場を県民に提供し、

もって県民のゆとりある生活の実現に寄与することを目的に、平成９年７月に福井県

が設置した公の施設です。 

 平成１５年６月の地方自治法一部改正により、多様化する住民の方のニーズに効果

的かつ効率的に対応するため、公の施設の管理に民間の能力やノウハウを幅広く活用

しつつ、住民サービスの向上と経費の節減を図ることを目的に、指定管理者制度が設

けられました。 

 オートキャンプ場は、「福井県越前三国オートキャンプ場の設置および管理に関す

る条例」（平成９年福井県条例第１号）の規定に基づき、平成１８年４月から指定管

理者制度を導入しました。 

 このたび、令和８年３月末で指定期間が満了することから、令和８年４月からオー

トキャンプ場の管理を行う事業者を募集することとしました。 

 

２ 施設の概要 

（１） 概要 

名 称 福井県越前三国オートキャンプ場 

所在地 福井県坂井市三国町崎、安島 

施設規模 敷地面積  約 10ha （別紙区域図のとおり） 

施設概要 管理棟：鉄筋コンクリート造平屋 355.32 ㎡×1 棟 

オートキャンプサイト：50 区画（１区画あたり約 100 ㎡） 

トイレ：鉄筋コンクリート平屋 21 ㎡×3 棟 

野鳥観察小屋：木造平屋 20 ㎡×3 棟 

駐車場：2 箇所 

休憩所：鉄筋コンクリート造平屋 53 ㎡×1 棟 

園路、プレジャー広場、芝生広場、展望広場 

 

（２） 設置目的（福井県越前三国オートキャンプ場の設置および管理に関する条例第１条） 

  ふるさとの美しい自然環境の中で豊かな自然と触れ合うことのできる場を県民

に提供し、もって県民のゆとりある生活の実現に寄与することを目的とする。 

 

３ 指定管理者の業務 

（１） 指定管理者の業務 

 ア オートキャンプ場の施設等の利用の許可、利用の許可の取消し、利用の制限そ

の他の利用に関する業務 
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 イ オートキャンプ場の利用料金の徴収、利用料金の還付、利用料金の免除その他

の利用料金に関する業務 

 ウ オートキャンプ場の維持管理に関する業務  

 エ オートキャンプ場その他の野外レクレーション活動に関する情報の提供 

 オ ア～エに掲げるもののほか、オートキャンプ場の管理に関し知事が必要と認め

る業務 

  

（２）留意事項 

 ア 業務の詳細は「福井県越前三国オートキャンプ場管理運営業務仕様書」（以下、

「仕様書」という。）記載のとおりとします。 

 イ 指定管理者の業務の全部を第三者に委託し、または請け負わせることはできま

せん。指定管理者の業務にかかる外部委託の考え方等については、８で定める事

業計画書により明らかにしてください。 

 ウ 行政財産目的外使用許可にかかる事務は福井県が行いますので、指定管理の業

務には含まれません。 

 エ 指定管理の業務を行う場合は、オートキャンプ場が指定管理者制度による施設

であることを利用者等に示すため、施設内やパンフレット等に指定管理者名を表

示することとします。 

 

 

 

 

 

 オ オートキャンプ場は、越前加賀海岸国定公園内（第２種特別地域）にあるため、

広告物の設置などの行為を行う場合に、自然公園法に基づき、許可が必要となる

などの制限があります。 

 カ オートキャンプ場の一部の設備（電気、給水メーター）については、隣接する

休暇村越前三国の施設および坂井市海浜自然公園の施設等と供用しているもの

がありますので、電気・水道の使用料金の負担割合等について、(一財)休暇村協

会および坂井市と十分協議・調整してください。 

 

４ 指定期間 

  令和８年４月１日から令和１３年３月３１日までの５年間。ただし、管理を継続

することが適当でないと認めるときは、指定管理者の指定を取り消すことがありま

す。 

 

５ 管理に要する経費 

（１）指定管理者の収入 

  オートキャンプ場は利用料金制を採用しているため、オートキャンプ場の施設利

用にかかる利用料金その他の収入は指定管理者自らの収入とすることができます。 

（表示例） 

 福井県越前三国オートキャンプ場は、福井県が設置し、指定管理者の指定を受け

た△△△△（団体名）が管理運営を行っています。 

  

   △△△△           ○○○○（住所）（電話番号） 

   福井県エネルギー環境部自然環境課  福井市大手 3-17-1 0776-20-0305  
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 ア 利用料金収入 

   指定管理者は、下記の施設等については限度額を超えない範囲で利用料金を設

定することができますが、あらかじめ当該利用料金の額について、知事の承認を

受ける必要があります。 

区分 単位 限度額 

施設 オートキャンプサイト 1 区画 1 泊につき 9,430 円 

設備 シャワー 1 回につき 100 円 

 イ その他の収入 

   売店、コインランドリー、テント貸出等は、指定管理者の自主事業として実施

することができます。自主事業を実施する場合、「福井県越前三国オートキャン

プ場の設置および管理に関する条例施行規則」（以下「規則」という。）の規定に

より、指定管理者が知事の承認を受ける必要があります。 

 

（２）福井県への納付金 

  指定管理者は、オートキャンプ場の管理にかかる収入見込額から支出見込額を差

引いた額を下限とし、事業計画書において提案のあった金額に基づき、福井県と指

定管理者で締結する協定書で定める基準額を、福井県へ納付していただきます。 

  ただし、単年度の収支差が１０万円未満のときおよび赤字となるときには、基準

額は０円とします。 

基準額は、原則として変更は行いません。 

  ただし、下記のような特別な事情がある場合は、双方協議により変更できること

とします。 

   ・事故または自然災害、社会情勢の大幅な変化等に対応する必要があるとき 

   ・福井県の施策として、オートキャンプ場にかかる業務の変更または新たな業

務の実施の必要があるとき 

  納付金の納付方法および時期については、福井県と指定管理者で締結する協定で

定めることとします。 

 

（３）業務にかかる経費 

  指定管理業務にかかる経費および収入の経理は、団体の他の業務にかかる経理と

区分し、明確に管理してください。 

 

６ 消費税の取扱い 

  事業計画書で提案する金額の消費税および地方消費税額は１０％で計算してく

ださい。 

 

７ 申請に関する事項 

（１） 申請資格 

  次のアからオまでの要件のいずれにも該当する法人その他の団体とします。 

 ア 福井県内に主たる事務所を置くまたは置こうとするものであること 
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 イ 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）の規定による再生手続開始の申立て、

会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）の規定による更正手続開始の申立て、ま

たは破産法（平成 16 年法律第 75 号）の規定による破産手続開始の申立てが行

われているものでないこと 

 ウ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第

２条第２号に規定する暴力団またはその利益となる活動を行うものでないこと 

 エ 国税または地方税を滞納していないものであること 

 

（２） 申請資格についての留意事項 

 ア 団体については、法人格を有しない任意団体でもよいが、個人は対象となりま

せん。 

 イ 複数の団体により構成されたグループによる申請も可能とするが、その場合、

グループ内の出資割合、費用負担割合等を最大とする団体をグループ代表団体と

してあらかじめ定めることとし、その代表団体は福井県内に主たる事務所を置く

または置こうとするものであることとします。 

   また、代表団体、構成団体を変更することは原則として認めません。 

 ウ グループの構成団体は、他のグループの構成員になることはできません。また

単独での申請もできません。 

 エ 新たに法人等を設立する場合は、その法人等を申請者としてください。申請の

時点で設立されていることを要しませんが、福井県議会での指定の議決を受ける

までに、法人登記簿謄本または法務局登記官の受領書を必ず提出してください。 

 

（３） 選定対象からの除外 

   次のいずれかの要件に該当する場合は、選定対象から除外します。 

 ア 複数の事業計画書等を提出した場合 

 イ 申請者および申請書の代理人ならびにそれ以外の関係者が、選定に対する不当

な要求を行った場合もしくは、選定委員会委員に個別に接触した場合 

 ウ 提出書類に虚偽または不正があった場合 

 エ 受付期限までに提出書類が整わなかった場合 

 オ 提出書類提出後に事業計画の内容を変更した場合 

 カ その他不正な行為があった場合 

 

（４） 募集要項および仕様書等の配布 

 ア 配布期間 令和７年８月８日（金）から同１０月６日（金）までの平日 

 イ 配布時間 午前９時から午後５時まで  

 ウ 配布場所 福井県エネルギー環境部自然環境課 

 

（５） 提出書類 

 ア 指定管理者指定申請書（規則様式第１号） 

 イ オートキャンプ場の管理の業務に関する事業計画書（下記「８ 事業計画書」
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による） 

 ウ 定款もしくは寄付行為および登記事項証明書またはこれらに準ずる書類 

 エ 申請の日の属する事業年度の前事業年度における財産目録、貸借対照表、損益

計算書その他財務状況を明らかにする書類（申請の日の属する事業年度または前

事業年度に設立された法人その他の団体にあっては、その設立時における財産目

録） 

 オ 申請の日の属する事業年度における事業計画書および収支予算書 

 カ 役員の氏名、住所および略歴等を記載した書類（別紙様式１による） 

 キ オートキャンプ場の管理の業務を行う組織および運営に関する事項を記載し

た書類 

 ク 現に行っている業務の概要を記載した書類 

 ケ 国税および地方税について、未納の徴収金がない旨の証明書 

 

（６） 現地説明会 

施設名 福井県越前三国オートキャンプ場 

開催日時 （１）令和７年８月２８日（木） １３時から１５時まで 

（２）令和７年８月２９日（金） １３時から１５時まで 

集合場所 オートキャンプ場管理棟内 レクチャールーム 

内  容 ① 募集要項および仕様書等の説明 

② オートキャンプ場の施設視察 

申込方法 令和７年８月２２日（金）１７時までに、別紙申込書（別紙

様式３）により申し込んでください。（郵送、電子メール可） 

申込先 福井県エネルギー環境部自然環境課 

その他 申請予定者は原則として出席してください。 

出席されない場合でも、説明会での説明事項はすべて了知さ

れたものとみなします。 

 

（７） 関係資料の閲覧 

 ア 閲覧期間 令和７年８月８日（金）から同１０月６日（月）までの平日 

 イ 閲覧時間 午前９時から午後５時まで 

 ウ 閲覧場所 福井県エネルギー環境部自然環境課 

 エ 閲覧資料 施設の設計図 

 

（８） 募集に関する質問 

 ア 受付期間 令和７年８月８日（金）から同９月５日（金）までの平日 

 イ 受付時間 午前９時から午後５時まで 

 ウ 受付方法 別紙質問表（別紙様式４）により福井県安全環境部自然環境課まで

提出してください。（郵送、電子メール可） 

 エ 回答方法 質問者、現地説明会出席者および希望者に対し電子メールにより回

答します。 
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（９） 提出書類の受付 

 ア 受付期間 令和７年８月８日（金）から同１０月６日（金）までの平日 

 イ 受付時間 午前９時から午後５時まで 

 ウ 提出方法 福井県エネルギー環境部自然環境課まで持参してください。（郵送

の場合は必ず書留とし、令和７年１０月６日（金）午後５時必着と

します。） 

 エ 提出部数 正本１部および電子データ 

 

（10）申請にあたっての留意事項 

 ア 「地方自治法」（昭和 22 年法律第 67 号）、「自然公園法」（昭和 32 年法律第

161 号）、「福井県越前三国オートキャンプ場の設置および管理に関する条例」（平

成 9 年福井県条例第１号）、「福井県越前三国オートキャンプ場の設置および管

理に関する条例施行規則」（平成 9 年福井県規則第 47 号）、「福井県個人情報保

護条例」（平成 14 年福井県条例第６号）、「福井県外部監査契約に基づく監査に関

する条例」（平成 11 年福井県条例第１号）、「福井県財務規則（昭和 39 年福井県

規則第 11 号）」、「福井県指定管理者制度基本条例」（平成１８年福井県条例第３

号）その他関係法令等の規定をすべて了知の上で申請してください。 

 イ 提出後の提出書類の変更は認められません。また、必要に応じ追加資料の提出

を求める場合があります。 

 ウ 申請に要する経費はすべて申請者の負担とします。 

 エ 選定結果として応募者名、審査結果概要等の情報公開を行う場合があること、

および情報公開の請求に応じて応募書類等の情報開示を行う場合があることを

了知の上で申請してください。 

 オ 提出書類は返却しません。 

 カ 電気・水道メーターの設備については、電気・水道の費用の負担割合・負担方

法について、(一財)休暇村協会および坂井市と協議・調整していただきます。 

 

８ 事業計画書 

（１） 別紙様式２により作成してください。用紙はすべてＡ４縦型とし、必要によ

り図面、資料の添付も可能とします。 

 

９ 指定管理者の候補者の選定 

（１）選定の基準 

  指定管理者候補者の選定は、「福井県越前三国オートキャンプ場の設置および管

理に関する条例」第５条各号に掲げる以下の規準に基づき行います。 

 ア 県民の平等な利用を確保することができるものであること。 

 イ オートキャンプ場の効用を最大限に発揮するとともに管理の経費の縮減が図

られるものであること。 

 ウ オートキャンプ場の管理を安定して行う能力を有するものであること。 
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（２）選定の方法 

  複数の外部の有識者等により構成する指定管理者（候補者）選定委員会を設置し、

提出された事業計画書等に基づき指定管理者の候補者を選定します。委員会は非公

開とします。 

 ア 書類審査 提出書類に基づき、応募資格、事業計画書等を書類審査します。 

        書類審査の結果は、令和７年１０月１３日（月）までに通知します。 

 イ 面接審査 書類審査の後、申請にかかる提案内容についての面接審査を実施し

ます。 

        （令和７年１０月中旬から下旬に実施予定。別途通知します。） 

 ウ 選定結果 選定の結果は、申請者全員に書面により通知するとともに公表しま

す。 

 

（３）審査項目等 

  選定にあたっては、（１）の選定の基準に基づき、県民の平等利用の確保、管理

運営事業の計画内容、管理に要する費用、人的・物的な管理能力などの項目を審査

し、総合評価により指定管理者の候補者を決定します。 
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 ア 審査基準 

    審査基準および配点は次のとおりとします。 

審査基準 配点 

１ 県民の平等な利用を確保することができるものであること 

 ・ 県民の平等利用の確保 

 

必須 

(確保されない

と認める場合

は失格） 

２ ふるさと海浜公園の効用を最大限に発揮するものである 

 こと 

 ・ふるさと海浜公園の設置目的と事業内容との適合性 

 ・利用者のサービス向上のための取組み内容 

 ・利用者増、利用促進のための取組み内容 

 ・利用料金の設定水準、料金に関する提案内容 

 ・利用者の意見の反映、業務改善への取組み内容 

 ・その他、新たな企画提案（自主事業等）の有無、内容 

 ・提案した計画の内容の妥当性、実現可能性、持続性 

４０ 

３ 管理の経費の縮減が図られるものであること 

   

 

 

 ・提案した提示額の妥当性、実現可能性、持続性 

３０ 

４ ふるさと海浜公園の管理を安定して行う能力を有するもの

であること 

 ・人的能力（管理運営組織、人員配置等）の内容 

 ・物的能力（収支計画、資金調達、トラブルや危機管理対応、 

  保険対応等）の内容 

 ・申請者の実績（同種の施設の管理運営実績） 

 ・申請者の安定性、信頼性（財務状況、資産、提携団体） 

 ・業務全般に対する取組み姿勢 

 ・提案した内容の妥当性、実現可能性、持続性 

３０ 

合  計 １００ 

 

１０ 指定管理者の指定 

（１） 選定委員会で候補者を選定した後、福井県定例議会の議決を得て指定管理者

として指定されます。 

 

（２） 指定管理者として指定されるまでの間に、指定が不可能または著しく不適当

となるような事情が生じた場合は、選定されなかった申請者のうちから新たに

候補者を選定することがあります。 

 

（３） 指定管理者が、正当な理由なくして協定の締結に応じない場合、または協定

の締結までに財務状況の悪化等により事業の履行が確実でないと認められる

に至った場合は、県議会の議決後であっても、指定を取り消すことがあります。 

【当該提案者の点数】 ＝配点（30 点）×②／① 
 ※ ①は当該申請者の提示額 
   ②は最も低額の提示を行った申請者の提示額 
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１１ 協定の締結 

   指定管理者として指定された後、管理にかかる詳細事項、経費等を最終的に定

めるため、指定管理者と福井県との間で協定を締結します。 

 

（１）包括協定の締結 

 ア 指定期間全体（５年間）を通じての基本的な事項を定める包括協定を締結しま

す。 

 イ 主な協定内容（予定） 

  ・ 指定期間 

  ・ 管理の業務に関する基本的な事項 

  ・ 管理経費に関する基本的な事項 

  ・ 個人情報の保護に関する事項 

  ・ リスク管理、責任分担に関する事項 

  ・ 事業報告に関する事項 

  ・ 指定の取消しおよび業務の停止に関する事項 等 

 

（２）単年度協定の締結 

 ア 包括協定に加え、年度ごとに単年度協定を締結します。 

 イ 主な協定内容（予定） 

  ・ 当該年度の管理業務に関する事項 

  ・ 当該年度の管理経費に関する事項 等 
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１２ 県と指定管理者の責任分担 

（１）県と指定管理者の責任分担は別途協定により定めますが、基本方針は次のとお

りです。 

項  目 内 容 県 指定管理者 

 越前三国オートキャンプ場の

運営管理 

苦情対応、広報等含む   

 管理物件の維持管理    

 施設、設備の利用許可    

 利用料金の収入    

 利用料金の減免承認    

 行政財産の目的外使用許可  ○  

 使用許可負担金徴収 目的外使用許可者にかかる光熱水費等の徴収   

 保険への加入 火災保険（火災、落雷、風水害、雪害、氷害） 

利用者賠償保険ほか 

 ○ 

○ 

 災害時の対応 連絡体制確保、被害調査・報告、応急措置 

指揮、指示等、復旧措置 

経費負担 

 

○ 

協議事項 

○ 

 

協議事項 

 利用者等の第三者への 

損害賠償 

施設本来の瑕疵によるもの 

施設管理上の瑕疵によるもの 

上記以外のもの 

○ 

 

協議事項 

 

○ 

協議事項 

 包括的な管理責任  ○  

物価変動 物価等の上昇によるもの 

施設の運営に重大な影響を及ぼすもの 

 

協議事項  
○ 

協議事項  

 著しい燃料費の変動  協議事項 協議事項 

 需要の変動 利用者数、利用料金収入の増減  ○ 

 法令等の変更 施設の設置基準、管理基準にかかるもの 

指定管理者自体にかかるもの 

○  

○ 

 資金調達等 金利変動を含む  ○ 

 法令等の変更 施設の設置基準、管理基準にかかるもの 

指定管理者自体にかかるもの 

○  

○ 

 税制度の変更 指定管理者制度全般にかかるもの（消費税等） 

指定管理者自体にかかるもの（法人税等） 

○  

○ 

 施設の設置、事業内容等の 

変更 

県の施策の展開にともなう、施設の設置、事業内

容、業務内容等の変更 

○  

 不可抗力 甲乙双方の責めに帰すことができない事由による経

費の増加（保険対応するものを除く） 

不可抗力による業務の中止、延期等 

○  

 

○ 

 事業の休止等 物件所有者の責任に起因する休館、事業中止等 

管理上の瑕疵に起因する休館、事業中止等 

改修・修繕・保守点検による休館、事業中止等 

○  

○ 

○ 

 管理物件の変更 本来の効用の増加を目的とするもの 

管理業務の効率的な実施を目的とするもの 

○  

○ 

 管理物件の修繕 １件当たりの見積額が100万円以上のもの 

〃         100万円未満のもの 

事故・災害等の不可抗力に起因するもの 

施設管理上の瑕疵に起因するもの 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 物品の購入 基本協定書別表に記載の物品 

基本協定書別表に記載していない物品で１件当たり

の見積額が１０万円以上のもの 

基本協定書別表に記載していない物品で１件当たり

○ 

事前協議 

 

事前協議 

 

○ 
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の見積額が１０万円未満のもの 

 利用者および周辺地域住民 

への対応（苦情、要望等） 

施設設備の設置自体に対するもの 

管理業務に対するもの 

地域との協調、協力 

上記以外のもの 

○ 

 

 

協議事項 

 

○ 

○ 

協議事項 

 安全の確保、環境の保全 管理業務における安全性の確保、周辺環境への配慮

および保全 

 ○ 

セキュリティ 管理、警備の瑕疵による情報漏えい、犯罪発生  ○ 

事業終了および引継ぎ 期間満了または指定取消し等にかかる明渡し費用、

業務引継ぎ費用 

 ○ 

 

１３ 事業の継続が困難となった場合の措置 

（１） 指定管理者は、事業の継続が困難になった場合またはその恐れが生じた場合、

速やかに福井県に報告しなければなりません。 

（２） 指定管理者の責めに帰すべき事由により事業の継続が困難となった場合また

はその恐れが生じた場合は、福井県は指定管理者に対して改善勧告等の指示を

行い、期限を定めて改善策の提出および実施等を求めることができます。この

場合、指定管理者が当該期限内に改善することができなかった場合は、福井県

は指定管理者の指定を取り消し、または業務の全部または一部を停止させるこ

とができます。 

（３） 指定管理者が協定締結までに次の事項に該当するに至った場合、福井県は指

定管理者の指定を取り消すことができます。 

 ア 指定管理者が、正当な理由なくして協定の締結に応じない場合 

 イ 財務状況の悪化等により事業の履行が確実でないと認められるに至った場合 

 ウ その他、著しく社会的信用を損なう行為等により指定が不可能または著しく不

適当となるような事情が生じた場合 

（４） 上記（２）または（３）により指定管理者の指定が取り消され、または業務

停止となった場合、福井県は指定管理者に生じた損害の賠償の責を負わないほ

か、指定管理者は福井県に生じた損害を賠償しなければなりません。 

（５） 不可抗力その他福井県または指定管理者の責めに帰することができない事由

により管理の継続が困難となった場合は、福井県と指定管理者は事業継続の可

否について協議することとします。 

 

１４ その他 

（１） 指定管理者は、令和８年４月１日から指定管理者の業務を円滑に遂行できる

よう、自らの責任および負担において人的、物的体制を整備してください。 

（２） 令和８年４月１日までに申込みのあった利用や実施が決定している事業につ

いては、現在の指定管理者から原則として引き継いでください。 

（３） 指定期間満了または指定取り消し等により、次期指定管理者に業務を引き継

ぐ場合は、施設の管理運営に支障が生じないよう円滑な引継ぎに協力するとと

もに、業務にかかる必要データ等の提供をしていただきます。 

（４） 担当およびお問い合わせ先 
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    福井県エネルギー環境部自然環境課 自然公園管理グループ 

    〒910-8580 福井市大手３－１７－１ 

      電話  0776- 20-0305     

      メール shizen@pref.fukui.lg.jp 

 

mailto:shizen@pref.fukui.lg.jp

